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解 説

防災指針における飲食物摂取制限指標の改定について

須 賀 新 一*1, 市 川 龍 資*2

(2000年11月1日 受付)

On the Revision of Control Index Levels on the Ingestion of Food and Water in the Guidelines
for Radiological Emergency Preparedness and Countermeasures in Japan

Shinichi SUGA*1 and Ryushi ICHIKAWA*2

This paper describes the revised index levels of the control of food and water in the Nuclear Safety
Commission guidelines, "Off-Site Emergency Planning and Preparedness for Nuclear Power Plants, etc."
Food and water are divided into five categories, and the consumption of each has been conjectured. For this

purpose, a nationwide survey for nutrition in Japan by the Welfare Ministry and a survey on the food of
infants and children in the coastal area of Ibaraki Prefecture by the National Institute of Radiological
Sciences are considered. These categories are (1) drinking water, (2) milk and dairy products, (3) vege-
tables, (4) grain, and (5) meats, egg, fish, shellfish, and others. The radionuclides groups are then chosen
in consideration of their potential importance in regard to food and water contamination. Those chosen were,
(1) radio-iodine, (2) radioactive cesium and strontium, (3) uranium, and (4) plutonium and alpha-ray-
emitting transuranic radionuclides. The intervention dose levels of 5 mSv of effective dose and 50 mSv of
committed equivalent dose to the thyroid for radio-iodine for a period of one year were adopted. The
radioactivities of 1311 132I1331 1341 135I and 132Te are assumed to be proportional to the contents in nuclear
fuel after a cooling time of 0. 5 day, and the radioactivity of 131I is taken as a scale that represents the level
of control on the ingestion of food and water. Based on doses to infants, whose exposure is highest, the levels
of control are recommended to be 300 Bq/kg or more for drinking water and milk and other dairy products,
and 2, 000 Bq/kg or more for vegetables, except edible roots and potatoes. It is assumed that radio-cesium
released in the environment is accompanied by strontium radio-nuclides with a 90Sr/137Cs radioactivity ratio
of 0. 1, taking into account the past measurements of fallout. Radio-nuclides are assumed to contain 137Cs,
134Cs, 90Sr, and 89Sr with the same mixing ratio as that of the fuel in a nuclear reactor. The sum of

radioactivity of 134Cs and 137Cs is used as a scale that represents the level of control, and the yearly average
concentration in food and water is presumed equal to half the concentration of those in the peak term. It has
then been recommended that the levels of control for radio-cesium should be 200 Bq/kg or more for drinking
water and milk and other dairy products, and 500 Bq/kg or more for vegetables, grain, meat, eggs, and fish.
Moreover, in special cases, measurements on radio-strontium are necessary if a nuclear power reactor
operates for less than two years because the ratio of 89Sr radioactivity is much higher than in reactors with
longer times of operation. For uranium, the index levels are presented in terms of alpha-activity concentra-
tion: 20 Bq/kg or more for drinking water and milk and other dairy products, and 100 Bq/kg or more for
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vegetables, grain, meat, eggs, and fish. The sum of the radioactivity concentration of 238Pu 239Pu 240Pu, 242pu,
241Am, 242Cm, 243Cm, and 244Cm is selected as a scale for representing the levels of control on food and water

for plutonium and other transuranic radionuclides. The level of control has been recommended as 1 Bq/kg
or more for drinking water and milk and other dairy products, and 10 Bq/kg or more for vegetables, grain,
meat, eggs, and fish. For commercially available food for babies, the recommended level of control is 1 Bq/
kg or more in a cooked form and served as a meal for plutonium and other transuranic radionuclides.

KEY WORDS : index level, food, drinking water, guideline, emergency, revision, infant, radio-iodine,
cesium, strontium, uranium, plutonium

I は じ め に

わが 国の原子力 防災に関す る原子力安 全委員会 の指針

「原子 力発電 所等 周辺 の防災対 策 につ いて」1)(以下, 防

災指 針 とい う。)に は, 成立 当初 か ら放 射性 ヨウ素 の甲

状腺へ の影響 に着 目 して飲食物 摂取制限 の指標が設 け ら

れ ていた。 その指標 は, 1311に対 す る飲 料水, 葉菜 お よ

び牛乳 中の濃度 で示 され, 甲状腺 の線量 当量15mSvに

基づ き, これ ら3食 品の複合汚染 を考慮 して, 乳児 に対

す る誘 導濃度 を算 出 し, 指標 として採用 して いた。1986

年の チェル ノブイル事 故の際 には, 半減期 の長 い放射性

セ シウムお よび ス トロ ンチウム等 による飲 食物汚染 が生

じ, これ らの核種 に対 す る飲食 物摂取制 限の指標 を導入

す る必 要性 が明 らかにな った。 また, 再処 理施設 の防災

対策 をよ り実効性 あ るものに して行 くため にプル トニ ウ

ム及 び超 ウ ラン元素 のアル フ ァ放出核種 に対す る指標 導

入 の必 要性 が認識 されて きていた。

一 方, 国 際 勧 告 及 び指 針 の動 向 を み る と, 1992年

ICRPは, Publicatin632)で, 飲食 物 に対 す る対 策 が

ほ とん どすべ ての場合 正 当化 され る介入 レベル として, 

1種 類 の食 品 に対 して1年 間 に実効 線量 で10mSvを 勧

告 した。 それ とともに最適化 され るレベ ルの範囲 が この

正 当化 レベル の1/10以 下 にはな らないであ ろう とした。

そ して, 具 体 的 な最適 値 の範 囲 は, β/γ放 出 体 に対 し

て1, 000～10, 000Bqkg-1, α放 出 体 に対 し て10～100

Bqkg-1に 当 ると した。 これ を受 けてIAEAは, Safety

SeriesNo. 1093)の 中 で, FAO/WHOの 国際 交 易 ガ イ

ドライ ン4)と矛盾 しない ように調整 を とった上 で飲食 物

摂 取 制 限 の 指 針 を公 表 し, つ い で そ の指 針 をSafety

SeriesNo. 115:"電 離放射線 に対 する防護お よび放 射線

源 の 安全 に関 す る基 本 基準"(BSS, 1996)5)に 採 用 し

た。

この ような情勢 を踏 まえ, 原子力安全 委員会 の原子力

発電所 等周辺 防災対策専 門部 会 は, その部会 の環境 ワー

キ ング グル ープで の検討 結果 に基づ き, 1998年11月 に

飲 食物 摂取 制 限 に関す る指 標 を改定 した。 この改 定 で

は, 従来か らの放 射性 ヨウ素 に対す る指標 の見直 しがな

され ると ともに, 放 射性 セシ ウム及 びス トロンチウムの

指標 並び にプル トニ ウム及 び超 ウラン元 素アル フ ァ核種

の指 標が設 け られた。

さ らに, 1999年9月 のJCO臨 界事故 の経験 か ら核燃

料 施設 の 防災対 策 をよ り実 効性 ある もの とす るた め, 

2000年5月 に表題 が変 更 された防 災指 針 「原 子力 施 設

等 の防 災対策 につ いて」6)の中 で ウラ ンに対 す る飲 食物

摂取 制限 に関 す る指標が設 けられた。

指 標改定 の際に, 次 の考 え方が とられた。

(1)この指標 は, 飲食物 中の放射性物 質が健 康 に悪影響

を及 ぼすか否か を示 す濃 度基準 ではな く, 緊急事 態

に おけ る介 入の レベル(防 護 対 策指標), 言 い換 え

れ ば, 防護対 策の一 つ としての飲食物 摂取制 限措 置

を導入 する際の 目安 とす る値 であ る。

(2)本指標算 出にあた っては, 防護対 策指標設定 の基 本

とな るICRP, IAEA等 の考 え方 に基 づ き, 回避 線

量(防 護措 置 を実施 す るこ とによって免れ る線量)

が それ以上 な ら防護対策 を導入 すべ きか どうかを判

断 す る線量 として実効線 量5mSv/年(放 射性 ヨ ウ

素 に よ る甲状 腺 等価 線 量 の場 合 は50mSv/年)を

基 にす る とともに, わが国の食生活 等の実態 も考 慮

す る ことに した。

結論 として飲 食物摂取制 限の指標 は, 実測 によ る放 射

性物 質の濃度 として第1表 の とお り与 え られた6)。

II誘 導 介入 レベ ルの計算根拠

1. 対象核種 の選定

はじめに飲食 物 に対 す る誘 導介入 レベ ル(DIL: Der-

ived Intervention Level)の 算出 を行 い, これ を もとに

して指標が提 案 された。 誘 導介入 レベ ル は, こ こでは, 

介入線量 レベ ルの被 ば くをす る飲食物 中の放射性核種 濃

度 をい う。誘 導介入 レベ ルは, 介入線量 レベル のほか, 

飲 食物 の分類, その摂取量 お よび放射 性核 種 に対 して年
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齢層 ごとに与 え られて いる内部 被 ば くの線 量係数 な どに

依存 す る。原子 力施 設 の事故 の際 に放 出され る可能性 が

あるすべて の放射性 核種 に対 して, それぞれ誘導介入 レ

ベ ルを計算す る ことは実際 的で はない。 そ こで, 原子力

発電所 等の事故時 に放出量 が多い と予想 され る核種で, 

飲食物 への移行並 び に人間 に対 す る影響等 に重要性 ある

核種 を選 んで指標 を設 ける こととされた。

指標 の対 象 とする核 種の選定理 由の大部分 はI節 に述

べた ことに尽 きるが, さらに次 の ことを付記 したい○

事故 の早 期段階 において最 も多量の放 出が考 えられ る

放射性核種 は希 ガス とヨウ素群 の核 種で ある。 この うち

希 ガスは外部被 ば くのみ に寄与 す るので除外 し, ヨウ素

群(131I, 132I, 1331, l84Iお よび135I)を 選 定 し, l31Iを

指標核種 とした。 この指標核種 の意 味 は, ヨウ素群 の核

種の混合比 率(後 述)を 仮定 し, その中 の1311の 飲食 物

中濃度 に よって指標 を表わす とい うことで ある。

放射性 セ シウム(134Csお よび137Cs)と 放射 性 ス トロ

ンチ ウム(89Srお よび90Sr)を 選 ん だ理 由 は, セ シ ウ

ム は葉面吸収 され て, 植物 に取 り込 まれやす い7)た め, 

またス トロ ンチ ウム は葉 面か らは吸収 され に くいが, 土

壌 か らの移行 はセ シウム と同程度 か場 合 によっては1桁

大 きい8)た め飲食物 か らの被 ば く経路 に関 して重要 な核

種 のた めであった。

2. 放射性核 種の混合割 合の考 え方

原子力事故 時 に放出 され る放射性核種 の混合割合 は, 

で きる限 り代表性 あ る ものを仮 定す る こととした。 その

ために, 放射性 ヨウ素, セシウムお よびス トロンチウム

その他 の β(γ)核 種 は, 軽水 炉 に お ける燃料 の燃焼 度

が30, 000MWd/tonの 場 合 の主 要 な放射性 核種 を存在

割合 とす る放 出源か ら放 出され る とした。 また, 食品汚

染 への寄与が ほ とん ど考 え られない短半減期核 種 を考慮

か ら除外す るため, 原子炉停止 か ら冷却時 間0-5日 後 の

同位体 割合 とした。 使用 した原子炉内 の主要放 射性核種

の放射 能 存 在割 合 を, 30, 000MWd/ton以 外 の い くつ

か の燃焼 度 における放射能存在割 合 と ともに第2表 に示

す。 この表 は, 初期 濃 縮 度3. 0%の 燃 料 を比 出 力18. 0

MW/tonでPWRに おい て燃焼 させた とき生 成 す る主

な放射性 核種 の0. 5日 後 の放射 能 をORIGEN2コ ー ド9)

による計 算結果か ら抜 き出 した ものであ る。

先 ず, ヨ ウ 素 群 核 種131I, 132I, 133I, 134I, 1351お よ

び1321の 親核種 で あ る132Teの 混 合割合 は, 第2表 に示

す とお りと し, 131Iを1と す る相 対 値 で表 わ した。(い

いか えれ ば, 131Iを指 標核 種 とした。)第3表 の上 側 の

部 分 にヨウ素群核 種放射能 に関 して採 用 した混合割合 を

示 す。

第1表 飲食物i摂取制限に関する指標

(注)乳 児用 として市販 され る食 品の摂 取制 限の 指標

とて は, ウラ ンにつ いては, 20Bq/kgを, プル トニ ウ

ム及 び超 ウ ラン元素 のアル フ ァ核 種 につ いて は1Bq/

kgを 適用す る もの とす る。ただ し, この基準 は, 調理

され食事 に供 され る形 に適用 され るもの とす る。
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環 境 中 に放 出 さ れ る放 射 性 セ シ ウ ム に は放 射 性 ス トロ

ン チ ウ ム が 伴 っ て い る と仮 定 し た。 そ し て, 放 射 性Cs

(137Csと134Cs)お よ びSr(90Srと89Sr)の 割 合 は, 先

ず, 90Sr/137Csの 放 射 能 濃 度 比 を0. 1と 仮 定 し, さ ら

に'37Csと134Csの 割 合, お よ び90Srと89Srの 割 合 が そ

れ それ第2表 の炉 内 同位体 割 合 にな って い る とした。

90Sr/137Csの 放射能 濃度比 と して は, 乳 児の経 口摂取 に

つい て, 90Srの 線量 係数 がl37Csの 線量 係数 よ り1桁 大

きいた め, 大 きい値 を とったほ うが安全側 で ある。 そ こ

で, 次の理 由に よ り大 きめの値0. 1を 採 用 した。

第2表 原 子炉 内の放 射 性核種 の存 在割合

原子炉(PWR)停 止後0. 5日 にお ける放射 性核種 の放 射能(Ci/ton)

初 期濃縮度3. 0%の 燃料 を比 出力18. 0MW/tで 燃焼 させ た場合
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(1)1988年 国 連科 学 委 員会 報 告 書(付 属書D)10)に よ

れ ば, チ ェル ノブイル原子力発 電所事故 の際, 地表

空気 中の90Sr/137Cs濃 度比 は, ソ連領 内お よびギ リ

シャ等比 較的近 い距 離で約0. 1で, 日本 お よび ヨー

ロ ッパ 等その他 の地 域で はそれ よ り低 かった。

(2)ウィ ンズケール事故(1957年)ll)の 場 合, 放 出 され

た90Sr/137Cs空 気中濃度 の比 が約0. 005で あった。

放射 性Csお よびSrの 放 射 能 に関 して採 用 した混 合

割 合 を第3表 の下側の部分 に示す。

原子力発電 所用 ウラン燃 料の濃縮度 は, 天然 に産 出す

る235U含 有 量 か ら高 くて5%ま で 平 均4%程 度 で あ

る。234Uの 割合 は, 10, 000μg/g235U以 下 とす る とい う

規 格12)が 定 め られ て い て, 原 料(UF、)に 適 用 され て

い る。天 然 系 の ウ ラ ンで は含 有 核 種 を238U, 235U及

び234Uだ け と仮定 した。 経 口摂取 の線 量 係数 の差 は, 

わず か で あ るが, 3核 種 の うち234Uが 最 も高 く, 235U

が それ に次 ぐので, 濃 縮度 を高 く, かつ234U含 有量 を

多 く仮定 した方が食品 中の誘 導介入 レベルが安全側 に算

出 され る。 そ こで, 濃縮 度 を5%と し, 234Uは 規格 の上

限値 が含 まれて いた と仮 定す る と, 238U:235U:234Uの

質 量比 は, 95:5:0. 05と な り, 放射 能比 はお よそ9=

3:88で あ る。 この よ うに88%の 放射 能 が234Uに よ る

ことが あ り得 るの で, 近似 的 にす べ ての放 射 能 が234U

に よるとして計 算 した13)。

プル トニ ウムお よび超 ウラ ン元 素の α核種(239Puお

よび241Am等)に つ い て は, 手順 として, 単一 の核 種

による誘 導介入 レベ ル を算定 した。 次 に, これを用い て

混合核種 の場合 には汚 染核種混合パ ター ンの重 要な もの

をい くつか仮 定 し, そのおの おのに対応 した誘 導介入 レ

ベル を試算 した。 混合核 種の組成 は第2表 を参考 に し, 

α放射能合計 値の最小値 を求 めて指 標の提案値 とした。

3. 単位 経 ロ摂取量 当 りの預託線 量

幼児及 び乳児 とICRP線 量係数 の年齢範囲 は次の とお

り対応 する とした。

(1)幼児 は, ICRP Publication 5614)の5歳 児

(2)乳児 は, ICRP Publication 56の3月 児, 年齢 範囲

としては0か ら12カ 月

放射性核種 の経 口摂取 に よる単位摂 取量 あた りの預 託

実効 線量(線 量係数)は, ICRP Publication6715)及 び

IAEAのBSS(Safety Series No. 115)5)が 示 した数 値

を用 いた。

放射 性 ヨウ素 お よ び132Teに 対 しては, (預託)甲 状

腺 等価線量 について の線量 係数 を用 いた。 ヨウ素 の同位

体 に対す る線量 係数 は, 日本 人が安定 ヨウ素の多 い食 生

活 をしている ことか ら, 以 前 は血液 中の ヨウ素が 甲状 腺

に移行 す る割合 を0. 2と して 計算 した が, 今 回 は上 記

ICRPお よびBSSの 数 値 を用 いた ので, 甲状腺 移 行 割

合 は0. 3に なってい る。

これ らの文献 に載 って い ない133I, 134Iお よび135Iの

成 人 甲状腺(等 価)線 量 の経 口摂 取線 量係 数 はNRPB

が 発 行 したLUDEP2. 0プ ロ グ ラム16)か ら求 めた。 さ

らに, 乳児 お よび幼児 におけ る甲状腺線量 の成人 甲状腺

第3表 放射性 ヨウ素核種, お よび放射 性CsとSrの 核種 につ いて仮定 した放射能 の割合

(注)(1)こ の 表 の下 半 部 のfは134+137Csを 指 標 核 種 と し て, '34Csと137Csの 両 者 の 割 合 を加 え れ ば1311と 同 様 に1

にな る よ うに 値 を とっ て あ る。

(2)放 射 能 比90Sr/137Csを0. 1と 仮 定 し て い る。
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線量 に対 す る比が, 物 理的半減期 が比較 的近 い132Iの 乳

児 および幼児 におけ る甲状腺線 量の成人 甲状腺線 量 に対

す る比 に等 しい とい う近似 を行 った。 これ によって, こ

れ ら3核 種 の乳児 お よび幼児 にお ける経 口摂取線量 係数

を求 めた。 これ ら線 量係 数 を第4表 に示 す。 表 を見 る

と, Pu及 び超 ウラ ン元素 の線量 係数 の年齢 依存 性 は大

き く, 乳児 の線量係 数 は幼児 の それの10倍 を超 える も

のが ほ とん どで ある。 他 の核種 の年齢依 存性 は, それ ほ

ど大 き くない。 た とえば, 乳児 に対 す る放 射性Srの 線

量係 数 は, 幼児 に対 す るそれの約5倍 以 下で ある。 この

Pu及 び超 ウ ラン元素 の線量係 数 の特徴 に対 して, 乳児

用食 品に対す る指標 の調整 がな され, 第1表 の注 が設 け

られた。

4. 飲食物 の分 類 と摂取 量

日本 人成人 についての飲食物 の分類 は, 食 品摂 取 に関

す る全 国 規模 調 査 で あ る 「国民 栄 養 調査 」(厚 生 省)17)

の食 品 ごとの摂取 量 を基 とした。 その上で, 放射 性核種

の人へ の移行 しやす さの観点 に加 えて, すべ ての食品 を

含 める こと, お よび, 実用的 には飲食 物 カテゴ リーの数

は少 ないほ うが よい こと, な どを考 慮 して飲食物 を5つ

の カテ ゴ リー に分類 した。 す なわ ち, (1)飲料 水, (2)牛

乳 ・乳製 品, (3)野菜類(根 菜, 芋類 を含 む。), (4)穀類, 

お よび(5)肉, 卵, 魚介類 その他(以 後簡単 に, 肉 ・卵 ・

魚 ・その他 と呼ぶ。)で あ る。

幼児 と乳児の飲食物 の種類 ご と摂取量 は, 成 人 につい

ての食 品の分類 に従 い, 放射線 医学総合研究所 が茨城県

沿岸地域 で実施 した調査 を基礎 に推 定 した。

飲食物 カテ ゴ リー とカテ ゴ リー ごとの摂取量推 定の結

果 は, "放射性 セ シウ ム", "ウ ラ ン"お よび"プ ル トニ

ウム及 び超 ウラン元素 のアル フ ァ核種"に ついて は, 第

5表 の とお りで あ り, また, この表 を導 く際の検討 の詳

細 を付録 に記述 した。

一方, 放 射性 ヨウ素 が空気 中か ら沈着す る ことによっ

て汚染が起 きやす い飲食 物 は, 飲料 水, 牛乳, 葉菜お よ

第4表 放 射性核種 の経 口i摂取線 量係数(単 位:mSv/Bq)
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び果花菜 な どの野菜類 であ る。野菜 類の うち根 菜 と芋類

は地下 にあって, 直接 の沈着 によ る汚染が ないため, そ

れ らの汚染 の程度が比較 的小 さ くな るので, この場合 の

野菜類 か ら除 く。す なわち, 放射性 ヨウ素 に関連 して の

飲 食物 のカテ ゴ リー は, (1)飲料水, (2)牛乳 ・乳製 品, お

よび(3)野菜類(根 菜, 芋類 を除 く。)で あ る(根 菜 お よ

び芋類 の摂取 量 につい ては付録 参照)。 放 射性 ヨウ素 に

関連 しての飲食 物 カテゴ リー ご との年齢別1日 当 り摂取

量 を第6表 に示す。 放射 性 ヨウ素で この3つ の カテ ゴ リ

ー以 外 の穀 類 及 び肉 ・卵 ・魚 ・その他 を0と した理 由

は, 放射性 ヨウ素の半減期 が短 いため, それ らの食 品中

に蓄積 した り, それ らの食 品か ら人体 に移行 した りす る

程 度が小 さいためで ある。

III誘 導 介入濃度 の計 算

飲食 物対策 のための誘導 介入 レベ ルは, 通例, 飲食 物

中の放 射性核種濃 度で表 わされ るた め, これ を誘 導介入

濃度 と呼 んだ。

計 算 に伴 う条件 は以下 の とお りで あ る:

(1)公衆中 の個人 が, 誘導介 入濃度 の飲食 物 を摂取 しは

じめ, 1年 間摂 取 し続 けた ときに, 介入線 量 レベ ル

の線量 に被 ば くす る とす る。た だ し, 飲食物 中の放

射性 核種 は, その物理学 的半減期 に従 って減少 す る

とす る。

(2)放射 性 ヨウ素 に対 す る介入線 量 レベ ルは, 甲状腺 等

価線 量50mSvの2/3を 第6表 に示 した飲食 物 に適

用 し, 3カ テゴ リーの飲食物 に等分 に割 り当 てる。

(3)放射 性セ シウムお よび放射性 ス トロンチウムに対す

る介入 線 量 レベ ル は, 実効 線 量5mSvで, 5カ テ

ゴ リーの飲食物 に1mSvず つ割 り当て る。

(4)ウラ ンにつ いて も同様 にした。

(5)プル トニ ウムお よび超 ウラ ン元 素 の α核種 に対 す

る介入線 量 レベル は, 実効線量5mSvと す る。(1)

式 の加 法規 則 によって, 公衆 中の個 人の被 ば くが こ

の介入線 量 レベ ルを超 えないよ うな5カ テゴ リーの

飲食物 中放 射 性核種濃 度 を計算 し, それ ら核種 の α

放射能濃 度の合計 に着 目す る。 年齢 による被 ば く線

量の差 お よび核種 のい ろい ろな混合 状況 を考慮 して

も, 公衆 中の個人 の被 ば くが介入線 量 レベル を超 え

ない ような α放射 能濃 度 の合計 を とって誘 導介 入

濃度 とす る。1つ 以上 の カテゴ リーの飲食物 が影響

を受 け, また複数 の放射性 核種 で汚 染 された場合, 

対 応 す る誘 導 介 入 濃 度 を次 の加 算 規 則 で計 算 す

る18)。

ΣiΣkC(i,k)/DIL(i,j,k)≦1 (1)

ここに, 

C(i, k)=飲 食 物 カテゴ リーk中 の放射性核 種 ゴ

の濃度

DIL(i, k, k)=カ テゴ リーkの 中だ けに核 種 だ

けがあ ると して計 算 した年齢 グル

ープfに 対 す る誘 導介入濃度

であ る。

第5表 飲食物 カテ ゴ リー と摂取量(放 射性 ヨウ素以 外 に適用)

単位=kg/日 また は1/日

第6表 放射性 ヨウ素 に関連 した飲食物 カテ ゴ リー と摂取量

単 位:kg/日 または1/日
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1. 放射性 ヨウ素, 放射 性セ シウム及 びス トロンチウ

ム, 及 び ウランにつ いての計 算

1. 1計 算式 と使 用 した記号 の意味

計 算式 と使 用す る記号 は次の とお りで ある:

D轟 一 跳 ΣM総 害(一λガT「)}/濫(2)
こ

ごこに, 

DILjk: 飲食 物 カテ ゴ リーkに 対 す る年齢 グルー プ

ブの誘 導介入濃 度(Bq/kgま た はBq/1)。 飲 食物

カテゴ リーk中 の放射 能濃度 で表す。

ILD: 介 入線量 レベ ル

(1)ヨウ素 の同位体 お よび132Teに 対 して, 年間 の

甲状腺 等価線量50×2/3mSv

(2)Cs及 びSrの 同位体, また ウラ ンに対 して, そ

れ ぞれ年間の実効 線量5mSv

G:飲 食物 カテ ゴ リー に汚染 が またが るこ とを考慮

して, 介入 線量 レベル を割 り当て た こ とに よる

DIL低 減倍数(=飲 食物 カ テゴ リーの数)

(1)ヨウ素 の同位体 お よび132Teに 対 して, G=3

(2)Cs及 びSrの 同位体, 及 び ウラ ンに, G=5

一F:(年 平 均濃度)/(ピ ー ク濃 度)の 値, 例 えば, 収

穫 ・出荷 制限地域 で生産 され るはず の食 品 のみを

住民 は とるので はな く, 他地域 か ら流 通 して きた

食品 もかな りとる と考 え られ る。 その ような希釈

効果 のため, 実 際に住民 が摂 取す るか もしれ ない

放射 性核 種 の量 は減 少 す る。 ・Fは, これ を考慮

す るた めの係数 で, 137Csの よ うな長半 減期 核種

に適用 す る。

(1)短半減 期の核種 で ある放射 性 ヨウ素 には適 用せ

ず, 」F=1と す る。

(3)Cs及 びSr, 及び ウラ ンの放射性 同位体 に対 し

ては, それ ぞれ平均濃度 は ピー ク濃 度の半分 と

する。 す なわ ち, 」F=0. 5と す る。

Sが 放 射性核 種 ゴを1Bq経 口摂取 した場 合 の年 齢

グル ー プ ブの預 託 線 量(mSv/Bq)(第4表 参

照)

ただ し, 

(1)放射 性 ヨウ素 に対 しては, 甲状腺(預 託等価)

線 量

(2)Cs及 びSrの 放 射性 同位体 及 び ウ ラ ンに対 し

て は, (預託)実 効線量

Wjk: 年齢 グル ープfに よる飲 食物 カテ ゴ リーkの

1日 当 り摂取量(kg/dま た は1/d), 

T:飲 食物 の摂 取期間(365dと 仮定)

λガ:核種 ゴの壊変定 数(d『1)

弄:代 表核 種 に対 す る核種 ゴの放射能 の混 合割合

使 用 した λ∫お よび弄 の値 は第3表 に示 され て い

る。

な お, 物 理 学 的 半 減 期 の 値 は, ICRP Publication

3819)に よ る値 を用 い た。孟の値 は第2表 の 原子 炉 内放

射能 存在 割 合 か ら求 め た ので, 有 効 数字 は2桁 で あ る

が, 計 算のた め仮 に桁 を多 く記 して いる。

1. 2放 射性 ヨウ素の誘導 介入濃度

(2)式 にお い て, ILD/G=50×2/3×1/3=11. 1mSv

(甲状 腺等価 線量)と す る。 計算 結果 は第7表 の とお り

で ある。

最小値 を小 さい値(安 全)側 にまるめて指標が定 め ら

れ た。 指標 は, 飲料 水 お よび牛 乳, 乳製 品 につい て300

Bq/kg以 上, 野 菜 類(根 菜 ・芋 類 を除 く。)に つ い て

2, 000Bq/kg以 上 となった(第1表 参照)。

1. 3放 射性Csお よびSrの 誘導介入 濃度

(2)式 にお け る介 入線 量 レベ ル は, II2節 に述 べ た

とお り放射 能濃 度 の比90Sr/137Cs=0. 1と し, 放射 性 セ

シウムだ けで な く, 放射性 ス トロンチウムの寄与 も含 め

て5mSvと す る。 また, 複数 の飲 食物 カテ ゴ リー に汚

染 が またが る ことを考 慮 して, G=5と し, 年 間の平 均

濃度 とピー ク濃度 の比 一F=0. 5と す る。混 合核種 の代 表

核 種 は134+137Csと し, 134Csと137Csの 放 射能 比 は燃焼

度30, 000MWd/tonの 場 合 の原 子炉 内存 在量 比 に基 づ

き, 加 算 すれ ば1と な る ように0. 545:0. 455に 仮 定 し

てい る(第3表 参 照)。 誘 導介 入 濃度 の計 算結 果 は第8

表 の とお りで あ る。

放 射性セ シウム に対す る指 標 としては, 第1表 の とお

り, "飲料水"お よび"牛 乳 ・乳 製品"の2つ の飲食 物

カ テ ゴ リー につ い て, 200Bq/kg以 上 と な り, "野 菜

類", "穀類"お よび"肉 ・卵 ・魚 ・その他"の3飲 食物

第7表 代 表核種131Iの 濃 度 に着 目 した誘導介 入濃度(単 位:Bq/kg)
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カテ ゴ リーについて は, 500Bq/kg以 上 とされた。

な お, 原子 炉 内 に生 成 す る放 射 性 核 種89Srは, 90Sr

に比較 して早 い速度 で生成 す るた め, 燃焼度 が進んだ通

常の状態 に比較 して, 運転 開始後2年 未満の発電 用原子

炉 で は89Srの 放射 能 が相対 的 に高 くな る。 この た め, 

30, 000MWd/tonの 燃 焼 度 で核 種 の放射 能 存 在 割合 を

仮 定 して導 いた この指標提 案値 は, 燃焼 度が低 い2年 未

満 の原子炉 には適用で きない。 従 って この よ うな場 合 に

は, 測定 の簡便 さに着 目して90Sr/137Cs放 射 能比 を0. 1

とした仮定 は当て はま らないので, 放 射性セ シウムの測

定 とと もに放 射 性 ス トロ ンチ ウム(89Srお よび90Sr)

の測定 も行 う必要が ある。

1. 4ウ ランの誘導介 入濃度

II2節 に述 べた とお り, 近似的 にすべて の核種 が234U

で あ る と して, 安 全 側 のDILを 評 価 で き る。 また, 

234Uの 半減期2. 45×105が 最 も短 いの で, 飲 食物 を摂取

す る1年 間 におけ る放射 能減 衰 は考 えな くて良 い。(2)

式 を用 いて計 算す る と第9表 の結果 を得 る。

結論 として, 飲 食物 を次の2つ に類別 し, それぞれ に

指標 が提案 された。

(1)"飲 料 水"及 び"牛 乳 ・乳 製 品"に, 20Bq/kg

以上。

(2)"野 菜類", "穀類"及 び"肉 ・卵 ・魚 ・その他"

に対 して, 100Bq/kg以 上。

な おIV飲 食 物 の想 定 汚染 へ の 適用 例 と考察 にお い

て, 回収 ウラ ンに関連 して, 軽:水炉燃料 にお ける燃焼 度

50, 000MWd/ton, 冷 却時間1年 の場 合の核種 組成 での

飲食物汚染 を検討 し, 指標の有効性 を確か める ことにす

る。

2. プル トニ ウムお よび超 ウラ ン元素の アルフ ァ核種

につ いての計 算

計算 の対 象 としたプル トニ ウムお よび超 ウラ ン元素の

放 射 線防 護上 重 要 な核 種 に つい て, 半減 期19)か ら壊 変

定数 を求 め, 第2表 の原 子炉 中の放射能 存在割合 を用い

た。 燃 焼 度 に つ い て は, 30, 000MWd/tonと50, 000

MWd/tonと の2つ の場合 につ いて考 察 したが, あ ま り

結 果 が変 わ らな か っ た の で, 燃 焼 度 の進 ん だ50, 000

MWd/tonに お ける誘 導介入濃度 を導いた。

(1)一 つの核種が一 つの飲食物 を汚染 させ る場合

WHOガ イ ドライ ン18)の方 法 を用 い て, まず1つ の

飲 食 物 カ テ ゴ リー(k)が1つ の放射 性 核 種(の に よ

っ て汚染 され, 年齢 グ ルー プfが 年 間5mSvの 介 入 線

量 レベル に達 す る場合 の飲食物 カテゴ リー の誘導放 射能

濃度D丑(ゴ, f, k)を(3)式(459頁 脚 注参 照)に 従 って計 算

す る。

計算 した1核 種1飲 食物 につい ての誘 導介入濃度 を第

10表 に示す。 この 表 に よる と, もっ とも誘 導介 入濃 度

が小 さ くな る乳児 の場 合, 239Pu等 α放 出核種 について

4Bq/kgよ り少 し大 きめの値 になる。

(2)一 つの核 種がす べての飲食物 を汚染 させ る場 合

原子炉 または再処理施設 等か らの重大 な汚染状況 とし

て, 線量 係 数が 大 きな核種(例 えば, 239Pu)が, 単 一

第8表 代表核種134+l37Csの 濃 度 に着 目 した誘導介入 濃度(単 位:Bq/kg)

第9表 ウ ラ ン濃 度(234U, 235U, 236U)に 着 目 し た誘 導 介 入 濃 度(単 位:Bq/kg)
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核種 で, 飲料水 を含 むすべ ての飲食物 を等 しい濃度 で汚

染 した場 合 を想 定 す る。介 入線 量 レベ ル を年 間5mSv

としての計 算式 は, (4)式(459頁 脚注 参 照)と して表 さ

れる。

誘 導介入 濃度 の計算 結果 は第11表 の とお りで あ る。

この表 に よる と, もっ とも誘 導介入濃度 が小 さい乳児の

場 合, α放 出核 種 で2～3Bq/kgの 値 とな る。それ に対 し

て成 人の誘導 介入濃度 は, お よそ10数 ～30Bq/kgと な

り, 幼児 のそれ は成人 の値 に近 い ものにな る。従 って, 

介入線 量 レベ ル を5mSv/yと した乳 児 の誘 導介 入濃 度

に基づ いて飲食 物i摂取制 限指標 を設 けれ ば, 他 の年齢 グ

ループで はさ らに低 い被 ば くに抑 え られ るこ とにな る。

第10表 介入線量 レベル5mSv/yに 達 す る1核 種1飲 食 物 にっいての誘導介入濃 度(単 位:Bq/kg)

この表の数値 の精 度 は実際 は2桁 しかないが, 後 の計算 に用 い るた め仮 に3桁 とっている。
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そ こで, 乳児 の 飲食 物 の うち"飲 料 水"お よび"牛

乳 ・乳 製 品"合 計 重 量1. 31kg(全 飲 食物 に対 し て, 

86%)に つ い て, 指標 の提 案値 を1Bq/kgと した。 そ

れ以 外 の飲食物 で ある"野 菜類", "穀類"お よび"肉 ・

卵 ・魚 ・その 他"合 計 重 量0. 21kg(全 飲 食 物 に対 し

て, 14%)に つい て指標 の提案値 を10Bq/kgと した。

飲食 物全体 を この ように2種 類 に分 けた理 由は次の とお

りであ る。

(1)乳児が多 く摂取す る飲食 物 の指標 を低 い放射 能濃度

に とって, 飲食物 の種類 をしぼ り, で きるだ け対策

が速や かに効 果的 に とれ るこ とを目指 した。

(2)IAEAの 指針3)・5)およびFAO/WHOの 国際交 易ガ

イ ドライ ン4)にで きるだけ整 合す るように数値 を選

んだ。 提 案 された この指標 によれば, 乳児 の全飲食

物 について平均 した α放 射能濃度 は, 

1×11竪

1精0・21-2・2Bq/kg
(5)

で, 第11表 の乳児 に対 す る238Pu, 239Pu等 単 一核 種 ・

全飲食物 汚染 の場合 の誘導介 入濃度 に等 し くな る。

また逆 に, 線 量係 数 が大 きな核種(例 えば, 239Pu)

によ って, "飲料水"お よび"牛 乳 ・乳 製 品"が 指 標 の

レベル1Bq/kgま で汚 染 され, それ ら以外 の飲 食物 が

もう一 つの指標 レベル10Bq/kgま で汚染 され た と仮定

す れば, 乳児 の1年 間の線量 は, 239Puの 乳児 に対 す る

経 口摂取 線量係数4. 2×10-3mSv/Bqを 用 いて, 

4. 2×10-3[mSv/Bq]×365[d]×(1. 31[kg/d]

×1[Bq/kg]+0. 21[kg/d]×10[Bq/kg])

=5. 2mSv

とな り, ほぼ選択 した介入線 量 レベ ル(5mSv/y)に な

る。

なお, 摂取す る全飲 食物 の うち, 問題 にな るほ どに汚

染 され る もの は, 放 射性Srお よびCsの 場 合 と同様 に, 

実際 的に は全飲食物 の うち1/2程 度以下で あろ うと考 え

られ るが, ここでは考慮 しなかった。

(3)複 数の核種 が複 数の飲食物 を汚染 させ る場 合 にお

け る誘導介入 レベル の選 定

い くつかの飲食物 カテゴ リーが, い く種類 かのPuお

よび超 ウラ ン元素 の α核 種 に よって汚 染 され た場 合 の

DILを 計 算 す る こ とが で きる。 汚染核 種 ご とに各飲 食

物 カテゴ リーの放射性核 種濃度 が変わ った とき, その状

況 に適 応 させて算 出す るDILをWHOの 指 針18)で は, 

状況適合 型の誘導介 入濃度(誘 導参考 レベ ルの一種で も

あ る ので, DRL:DerivedReferenceLevelの 略 で表

す。)と 呼んで, 不等 式(1)を 次の とお り変形 して用 い

て いる。与 えられ た放 射性核種 の組 合せ に対 して, 飲食

物k中 に核種 ゴに よ る汚染 が 存在 す る結 果 として の状

況適合型誘 導介入濃度DRD, (i, N, k)は, 

DRL(i,j,k)=g(i,k)/∑i∑kg(i,k)/DIL(i,j,k) (6)

によって与 え られ る。 ここに, 

第11表Pu等 超 ウラ ン元素 の単一核 種で全食 品が

汚 染 され た場 合 の 誘 導 介 入 濃 度(単 位:Bq/

kg)

(3)式 DIL(i,j,k)[Bq/kg]=5[mSv]/Wij×[kgd-1]×Sij[mSvBq-1)×(1-λi)[d-1]{1-exp(-λT)}

ここに, Wlk: 年齢 グルー プfに よる飲 食物 カテゴ リーkの1日 当 り摂取量(kg/dま た は1/d), 第5表 を使 用。

S、ゴ:放射性 核種 ガを1Bq経 口摂取 した場合 の年齢 グループfの 預 託実効線量(mSv/Bq), (第4表 参照)

λ:核 種 の壊 変定数(d一1)

T:飲 食物 のi摂取期 間(365dと 仮定)

(4)式Dπ(Lj, 飲料水 を含む全飲食物)[Bq/kg]=5[mSv]/Wj[kgd-1]×sij[mSvBq-1]×(1λi)[d]{1 -exp(-λiT)}

ここで, mg(=ΣkWjk)は, 各 年齢 グル ープが摂取 す る1日 当 りの(飲 料水 を含 む)飲 食物 の総 量で, 成人3. 25

kg, 幼児1. 965お よび乳児1. 52kgで ある(第5表 参照)。
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g(i, k): 飲食 物kに お け る核 種 の放射能濃 度

DIL(i,j,k)=飲 食物kに おけ る年齢 グルー プfに 対

す る核 種 の誘 導介入 濃度(1核 種1飲 食 物 汚染

の場合:第10表 参照)

であ る。線量 介入 レベ ルが同 じで も, 核種 の混 合割合 お

よび飲食物 の どのカ テゴ リー に どれ だ け汚染 が起 こるか

とい う状 況 に よってg(i, k)の 組 合 せ は異 な る。 そ こで

Puお よび超 ウラ ン元 素の α核 種 につ いて, α放射 能濃

度 の合計 に着 目 し, これが 最小 にな る α放 射能 濃 度 の

合 計 を とっ て指標 の提 案値 とす る こ とにな った。 ここ

で, 経 口摂取線 量係数が より大 きい核 種が, よ り多 くの

種 類 の飲 食物 を汚染 した方 が, その α放射 能濃 度 合計

値 は小 さ くな る。 い ま考 慮 し て い る核 種 の う ち で

は, 239Puの 線 量係 数 が 最 も大 き い。(た とえば, 252Cf

は線 量係数が さ らに大 きいが, 原子炉 お よび核燃 料サ イ

クル施設 の事故 を想 定す れ ば, 重 要核種 が252Cfで あ る

ような想定 事故 は特殊 で あ るか ら別 に考察 す べ きで あ

る。)従 って, 前 節 で述 べた239Puが 単一 核種 で 全食 品

を汚染 した場合 の誘 導介 入 レベ ル を α放射 能濃 度 の合

計 の最小値 として選 び, Puお よび超 ウラ ン元素 の α核

種 に対 す る指標 として提案 す るこ ととされた。

ひ とつの汚染状 況想定例 につ いて, α放射能濃 度の合

計値 がいか ほ どにな るか, また, 乳児 の全飲食物 につ い

て平 均 した α放射 能濃度 が(5)式 の2. 2Bq/kgよ り大

き くな る こ とに よ り仮 定 した条 件 が満 た され るか, 以

下, IV節 「飲食 物 の想 定汚 染へ の適 用例 と考 察」 で検

討 してみ る ことにす る。

IV飲 食 物の想定汚 染への適 用例 と考察

1. す べ ての 飲食 物 が燃 焼 度50, 000MWd/tonの 原

子炉 中生成核種 の放 射能存在 割合 で同程度 に汚染

され た場 合

飲 料水 を含 むすべ ての飲食 物 が燃焼 度50, 000MWd/

ton(冷 却 時間0. 5日)に おけ る原 子炉 中放 射能 存 在割

合(第2表 参照)の 混合核種 で同程度 の濃度 に汚染 され

た と仮定す る。状 況適合型 の誘導介 入濃度 は, 次式 によ

り計 算で きる:

DDL(i, j, すべ ての飲 食物)=

g'(i)

Σigi(i)/DIL(i,j,のすべての飲食物)(7)

ここに, 

g'(i): 燃焼度50, 000MWd/ton(冷 却時 間0. 5日)

にお ける核 種 ガ放 射能 の原子 炉 中存在割 合(第2

表 によ る)

DDL(i, f, す べて の飲 食物):介 入線 量 レベ ル を年 間

5mSvと した とき, 単 一核 種 で す べ ての 飲食 物

が汚 染 され た場合 の年齢 グルー プブに対 す る誘 導

介 入濃度[Bq/kg](第11表 の数値 を用 い る。)

DR～L(ガ, ブ, すべての飲食物):す べ ての飲 食物 が燃焼

度50, 000MWd/ton(冷 却 時 間0. 5日)に お け

る原子炉中放射能 存在割合 の混合核種 で等 しい濃

度 に汚染 され た とした場合 の核 種 ノお よび年 齢 グ

ルー プ ノに対 す る状 況適 用型 誘 導介 入濃 度[Bq/

kg]

計算結果 を第12表 に示 す。

乳児 に対 す る α核種 の放 射能 濃度 の合計 は, 10Bq/

kgで ある。 その うち, 約8Bq/kgは 炉 内放射 能生成 量

が大 き く, 半減期が比 較的 短 い242Cm(第2表 参 照)に

よる もので ある。10Bq/kgと い う α核 種放 射能濃 度 の

合計 値 は, 年間5mSvに 対応 す るので, 指標 の飲 食 物

に対 す る平均 濃度2. 2Bq/kgよ り数倍 高 い値 で あ り, 

それ だ け年 間5mSvよ り低 い レベ ル か ら対 策 の検 討 を

開始す る ことがで きる ことになる。

こ こで, 各核種が介入 線量 レベ ル にどれ くらい寄与す

るか調 べ てみ る。次 式の各項 は, 第12表 の核種 に順 に

対応 してお り, 分子 は乳児 についての状況適合 型誘導介

入濃度, 分母 は単一核種 がすべ ての飲 食物 を汚 染 した場

合 におけ る乳児 に対 す るDIL(第11表 参 照)で ある。

第12表Puお よび超 ウ ラン元素(軽 水炉燃料, 燃

焼 度50, 000MWd/ton, 冷 却 時間0. 5日 の放射 能

存在割合)に よってすべ ての飲食 物が汚染 された

場合 の状 況適合型誘 導介入濃度(単 位:Bq/kg)

(注)β 線 放出核種(α 線 は放出 しない。)のため, α放

射能濃度 の合計 には含 め ない。
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0・52+0・028+0・050+15+0・00036+0・032

2. 32. 12-21602. 22. 4

+840/10000+8.4/30+0.0066/2.9+1.1/3.2=0.23+0.013

+0. 023+0. 094+0. 00016+0. 013+0. 0076

+0. 28+0. 0023+0. 34:1. 00

線量 に 占め る割 合 が高 い核 種 は, 238Puの23%(第1

項), 242Cmの28%(第8項)お よび244Cmの34%(第

10項)で あ り, 放 射 能 濃 度 と して は高 く と もβ核 種

の241Pu(第4項)お よび239Np(第7項)の 線 量 に 占

め る割合 は, それ ぞれ9. 4%お よび0. 76%で 低 い。

年齢 につ いて の決定 グ ルー プ は乳 児 で あ るの で, 次

に, 燃焼度 が変 わった ときに乳児 のDRLお よびその α

核 種 につ いての合計(以 下, 簡単 のため, α濃度 合計 と

い う。)が どう変わ るか調べて みる。 その結果 は第13表

に示す。

第13表 を見 る と, 燃焼 度10, 000MWd/tonに お ける

α濃度 合 計 は4. 2Bq/kgで あ る。 この4. 2Bq/kgは, 

(5)式 の乳 児 に対 す る飲 食 物 平均 濃 度 レベ ル2. 2Bq/

kgよ り大 き く, よ り燃焼度 が高 い場 合 も含 めて, 介 入

線量 レベル年 間5mSvに 対 して安全側 で あ る。 しか し, 

5, 000MWd/tonの 低 い燃 焼 度 の場 合 は, α濃 度 合 計

1. 5Bq/kgで 介入 線量 レベル 年間5mSvを 超 え て し ま

う。 これ は, α 濃 度 合 計 だ け に 着 目す れ ば指 標 よ りい く

ぶ ん 低 い 濃 度 レ ベ ル で あ る が, 104～105Bq/kgオ ー ダ

ー の 非 常 に 高 い濃 度 の239Np(半 減 期2. 355日)に よ る

, θ線(最 大 エ ネ ル ギ ー>0. 3MeV)を 伴 う の で 実 際 的 に

は大 き な 注 意 が 喚 起 さ れ る と考 え られ る○ 参 考 の た め 低

燃 焼 度 に お け る239Puと239Npの 放 射 能 生 成 量 の 関係 を

第1図 に示 す。

例 え ば, 450MWd/tonの 低 い 燃 焼 度 の と き, 原 子 炉

燃 料 中 の239Puは 約1. 4×101Ci/ton, 同 じ く239Npは

7. 5×106Ci/ton(冷 却 時 間0. 5日)で あ り9), 他 のPu

お よ び超 ウ ラ ン元 素 の放 射 能 は少 な く, 相 対 的 に無 視 で

き る。 この2核 種 だ け に(7)式 を適 用 す る と乳 児 線 量

年 間5mSvの レ ベ ル に 対 応 す る 放 射 能 濃 度(DRL)

は, 239Puの1. 9x10■1Bq/kgと239Npの1. 0×105Bq/

kgと な り, 線 量 と し て は239Puに よ る 約9%に 対 し

て239Npに よ る 線 量 が 残 りの91%を 占 め る。

初 期 燃 料 の 極 限 で は, 239Npの 放 射 能 は, 生 成 比 か

ら239Puの 放 射 能 の お よ そ4×106倍 と な り, DRLと し

て は, 239Puの2. 7×10-2Bq/kgに 対 し て, 23gNpの

1. 1×105Bq/kgと な る。 線 量 と し て は, 23gPuに よ る約

1%と239Npに よ る残 り99%に な る。

そ こ で, 注 意 点 と し て は, 低 燃 焼 度 の 場 合 に は, Pu

お よ び 超 ウ ラ ン元 素 の α 核 種 に 関 連 し て 初 期 に239Pu

第13表Puお よび超 ウラ ン元素核種 の乳児 に対 す る状況適 合型 誘導介入 濃度*1

*1冷 却 時間0. 5日 の燃 料中放射能 存在割合 の核 種 によってすべ ての飲食 物が汚染 された と仮定 した もの。

*2β 線の み放 出す る核種 のた め, α放 射能濃度 の合計 には含 めない。
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と共存 する短半減期(2. 355d)の239Np(β 核 種)の 濃

度 も測定評価 す る必要 が ある。 しか し, 冷却時間 が長 い

場合 には, その よ うな考慮 は必 要な くなる。

以上検 討 した結論 と して, Pu及 び超 ウラ ン元 素 に対

す る飲 食物 摂取 制 限 の指標 と して, これ ら核 種 の α放

射能 の合計 に着 目 して, "飲 料水"お よび"牛 乳 ・乳 製

品"の 放 射 能 濃 度 を1Bq/kg以 上 に, "野 菜 類", "穀

類"お よび"肉 ・卵 ・魚 ・その他"の 放 射能 濃 度 を10

Bq/kg以 上に選ぶ ことが適切 とされた。

2. 飲 食 物 が燃 焼 度50, 000MWd/ton冷 却 時 間1年

の原 子炉燃料 中ウ ラン核種 で汚染 され た場合

再処理 のプ ロセスな どによって使用済燃 料か らウ ラン

が回収 され原子炉燃料 に再利用 され る ことが あ り得 る。

そ こで, 燃 焼度50, 000MWd/tonの 使 用済 燃料 で冷 却

時間1年 間の燃料 中ウラ ン中 の同位体放射能 割合 を例 に

ウラ ン α放射 能 の合 計 を検 討 す る。次 の5核 種 を考 慮

す る;232U, 234U, 235U, 236U, 238U。

ORIGEN29)の 計算 結果 に よる核 種 ごとの放 射 能 お よ

び物理 学的半 減期19)か ら求 めた壊変 定数 は, 第14表 の

とお りであ る。 また, もっ とも高 い被 ば くを受 ける年齢

グル ー プは乳児 であ る。 そ こで, Puお よび超 ウ ラン元

素 の α核種 と同様 に飲 食物 を次の2つ に大 分 けす る。

(A)"飲 料水"と"牛 乳 ・乳製 品", 摂 取量1. 31kg/

日

(B)"野 菜 類", "穀 類"お よび"肉 ・魚 ・卵 ・その

他"摂 取量0. 21kg/日

介 入 レベ ルを1年 間線量 で5mSvと し, 1核 種1食 品

群 について誘 導介入 レベ ル を式(3)に 従 って計 算 す る

と, その結果 は第15表 の とお りで ある。

この場 合 の状 況適 用型誘 導介入 濃度 の組 を(6)式 で

計 算す る と第16表 の とお りであ る。

ウ ラ ンに対 す る飲 食 物 摂 取 制 限 の指 標 は, 食 品 群

(A)に 対応 す る"飲 料 水"お よび"牛 乳 ・乳 製 品"に

対 して, 20Bq/kgで あ り(第1表), α放射能濃度 合計

(22. 6Bq/kg)よ り低 い濃度 で あ る。食 品群(B)に つ

いて も同様 であ る。 したが って, この ような回収 ウ ラン

に よる汚染 にっいて もウラ ン放射能濃 度の合計値 と比 較

すれ ば, 提案 された 飲食 物摂 取制 限 の指標 が 有 用 であ

る。

第1図 低燃焼 度 にお ける239Puと239Npの 関係

(ただ し, 冷却時 間ゼ ロの場 合)

第14表 使 用済燃料 中の ウラン核種 の放射能例

(燃焼 度50, 000MWd/ton, 冷却時 間1年)

第16表 原子 炉 ウラ ンに対す る状 況 適 用型誘 導 介

入濃 度(乳 児;Bq/kg, 50, 000MWd/ton, 冷 却

時間1年)

第15表1核 種1食 品群 の誘 導介入 レベル(乳 児;Bq/kg)
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付録 飲食物 の分 類 と摂取 量

指標 にお ける飲食物 の分類 と年齢層別1日 当 り摂取 量

を付録 第1表 に示 す。

分類 の基礎 となった付録 第2表 は, 厚生 省刊行"国 民

栄養 の現 状"F4)の 成 人全国平 均飲 食物摂 取量 を, 汚染 経

路 を加 味 して分類 しなお し, 消費量 として は概数(市 販

され てい る状態 での生重量)を 求 めた もので ある。

指針 に採用 され た付 録第1表 で は, 飲料水 以外 の飲食

物 を4つ の飲 食物 カテゴ リー に まとめてい るが, それ に

いたる中間段階 として付録第3表 が用 い られてい る。

乳児 お よび幼児 の飲食 物 の分類 は, 成人 の飲食物 の分

類 に従 った。 分類 された各 カテゴ リー の摂取 量 は, 放射

線医学総合研 究所 が茨城県沿岸地 域で行 った住民 の食 品

摂取実態調 査F5～F10)および東海村 で行 った幼児 の葉菜, 

ミル クお よび海産 物 の消費 実態調 査 に よるデー タF11・F12)

を もとに, 成人 の摂取 量 を参考 に して推定 された。

放医研 に よる上記調 査で は, 葉 菜お よび ミル クの摂取

量F11)は, 離 乳前の幼児(乳 児)は1日 当 り液体 量約1. 1

リッ トルの ミル ク(母 乳, 牛乳 また は粉 ミル ク)だ けを

摂 り, 葉菜 な ど他 の食 品 を摂 らない。 他 の年齢群 におけ

る葉菜 お よび ミル クの摂 取量 は, それ ぞれ, 0. 5か ら1. 5

歳 で は20g/日 お よ び600ml/日, 1. 5か ら3歳 で は25

g/日 お よ び300ml/日, 3か ら5歳 で は35g/日 お よび

300ml/日, また5歳 か ら6歳 未 満 で は50g/日 お よび

300ml/日 とい う結 果で あった。

ミル クお よび葉菜以 外の食品 につい ては, 放 医研 に よ

る幼児 の飲食 物実態調 査 と付録 第2表 の成人全 国平均値

の食品摂取量 を比較 して換算係数 を求 め, これ を用 いて

幼児の食 品摂 取量 の推定値 が求 め られた。 その結果 を付

録第4表 に示 す。

付録第1表 の幼 児お よび乳児 の飲食 物摂取量 は, 成人

の場合 と同 じ く, 付録第3表 の牛乳 ・乳製品以 外の食 品

群 を野菜類以 下の3つ の飲食 物 カテゴ リー に まとめた も

のであ る。

なお, 離乳 前の幼児(乳 児)の1日 当 りミルク摂取量

1. 1リ ッ トル は, 付録 第1表 の乳 児 の飲 料水 摂 取量 お よ

び牛乳 ・乳 製品摂 取量 の合計1. 31kgよ り小 さいので, 

誘導介入 レベルのた めの飲 食物摂取 量 としては, 安全側

になる。

付録 第1表 年齢層別1日 当 りの飲食物 摂取量

(kgま た は リッ トル)

*1ICRPPubl. 23F1)に よる一 日当 り総摂 水量3, 000ml

か ら, 牛乳300ml, 食物 中 に含有 され る水700ml, 食

物 の酸化 によっ て体 内で生 成す る水350mlを 除 いた

数 字。結局, 水道水150m!と その他1, 500mlの 和 であ

る。
*2幼児 につ いての値 は, "原子力発電所 周辺の防災対策

について"(昭 和55年6月, 平 成元年3月 改訂, 原子 力

安全 委員会)p. 43の 幼児 の1日 当 り飲料 水摂取量 に よ

った。
*3IAEASafetySeriesNo. 81F2)の1年 当 り260リ ッ

トル(p. 63のWater and beverages)を 用 いた。
*4"発 電用軽水型 原子炉施設周 辺の線量 目標値 に対 す

る評 価指針"(昭 和51年9月28日 原子力 委員会決定, 
一部 改訂平成元 年3月27日)第5表 によった。

*5葉菜, 果菜, 花菜, きの こ, 果 実, 根菜 お よび芋類。

*6米, 豆類等可食部 が地上 にあって殻 で覆わ れて いる

食 品群 として一括。
*7牛乳 を除 く動物 蛋 白質食 品, 牛肉以外 の汚染 レベ ル

は低 い と考 え られ る。
*8付録 第3表 の うち, 飲料水, 牛 乳お よび乳製 品以外

の食 品群 を, 野菜 類, 穀類 お よび肉 ・卵 ・魚 ・その他

の3飲 食 物 カテゴ リー にま とめた。
*9厚生省 国民栄養調 査 での, 昭和59年 と60年 の平均

は, 1. 35kgで あった(参 考値)。
*10WHO "Derived Intervention Levels for Radionu-

clides in Food"F3)(P. 27)で 乳児 は, 1年 に275kgの

牛乳 と275kgの 水 を摂取 す る としてい る。その牛乳 の

275kgを1日 当 りにす る と0. 75kgと なる。(摂取量 を

多 めに見積 る と誘 導介入 レベ ル としては安 全側の値 に

なる。)
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付録第2表 成人食品摂取量

*1生重量に換算

付録第3表 飲食物摂取制限の指標導出に

用いられた食品摂取量

*1可食 部が地上部 にあって直 接汚染 され る食 品群 とし

て一括。
*2可食 部が地上部 にあ って殻 で覆われ て いる食 品 とし

て一括。
*3可食部 が地 中にあ る野菜

*4牛乳 を除 く動物 蛋 白質食 品, 牛肉以 外の汚染 レベ ル

は低 い と考 え られ る。

付録第4表 幼児食品摂取量(茨 城県沿岸地域での

調査結果からの推定値)

*幼児 の食品摂 取量 は放 医研 が東 海村周 辺で幼 児 の葉

菜, ミルク, 海産物 の消費実態調査 を行 った時 のデー

タ と付録第2表 の成人摂取量 全国平均値 を比較 して換

算係数 を求 め, それ を用いた推定値 であ る。換算係 数

は, 5～6歳 児 につ いては1/2, 0. 5～1歳 児 につ いては

1/4～1/5が 用い られ た。(牛乳 ・乳製 品につ いては付録

第1表 脚注 の とお り線量 目標 値評価指針 の数値が用 い

られた。)
*1地域特性 の例
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